
 

 

第３０期決算公告 

2021年 6月 28日                            

東京都港区芝四丁目 2番 3号   

                                      株式会社 生活科学運営 

貸借対照表(2021年 3月 31日現在)                        代表取締役 野本 久 

  （単位：千円） 

科    目 金  額 科    目 金   額 

（資 産 の 部）   （負 債 の 部）   

 流 動 資 産 1,376,548  流 動 負 債 4,739,751 

   現金・預金 473,922     1年以内返済予定長期借入金 1,900,000 

   売掛金 498,317     未払金 33,561 

   商品 4,284     未払費用 558,660 

   貯蔵品 400     未払法人税等 8,178 

   前払費用 119,703     預り金 20,842 

   その他 279,922     前受金 2,066,296 

       リース債務 6,480 

固 定 資 産 21,593,104     賞与引当金 145,734 

有形固定資産 18,924,645       

   建物 11,481,951 固 定 負 債 15,797,909 

  構築物 169,660  長期借入金 6,200,000 

   機械装置 35,831     長期前受金 8,262,699 

   工具・器具・備品 138,347     リース債務 9,520 

   土地 7,088,090     退職給付引当金 313,907 

   リース資産 10,767     株式給付引当金 2,821 

         資産除去債務  541,455 

  無形固定資産 295,531     その他  467,508 

   借地権 259,068         

   ソフトウェア 14,028 負 債 合 計 20,537,661  

   その他 22,435 （純 資 産 の 部）  

      株  主  資  本 2,431,992 

  投資その他の資産 2,372,928   資    本    金 100,000 

  出資金 17  資 本 剰 余 金 1,947,975 

      差入保証金 990,400    資本準備金 925,000 

   建設協力金 731,092    その他資本剰余金 1,022,975 

   長期前払費用 187,301   利 益 剰 余 金 384,017 

   繰延税金資産 398,614    その他利益剰余金 384,017 

   長期前払消費税 65,504   繰越利益剰余金 384,017 

   長期未収入金 3,391   

   貸倒引当金 △3,391 純 資 産 合 計 2,431,992 

資 産 合 計 22,969,652 負債・純資産合計 22,969,652 

 



 

 

 

 

 

      損益計算書(自 2020年 4月 1日  至 2021年 3月 31日) 

 （単位：千円） 

科    目 金    額 

  売上高       7,750,762   

  売上原価    7,162,517   

   売上総利益    588,245   

  販売費及び一般管理費    1,074,943   

   営業損失    486,698   

  営業外収益        

   受取利息配当金 11,815       

   その他 206,875   218,689   

  営業外費用        

   支払利息 114,067       

   その他 723   114,790   

   経常損失     382,798   

 特別利益     

  固定資産売却益 2,930  2,930  

  特別損失        

   固定資産除却損 1,586      

  減損損失 64,334  65,920  

   税引前当期純損失    445,788   

   法人税、住民税及び事業税 △76,004       

   法人税等調整額 1,926   △74,079   

    当期純損失     371,709   



 

 

個別注記表 

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1） 資産の評価基準及び評価方法 

① 棚卸資産     

商品・貯蔵品 

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

によっております。 

 

（2） 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法（ただし、1998年 4月 1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）によってお

ります。なお、主な耐用年数は以下の通りです。 

建物         ２～50年 

構築物        ３～60年 

工具・器具・備品   ２～21年 

②無形固定資産 

定額法を採用しております。但し、ソフトウェア（自社利用分）については、見込利

用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

③長期前払費用 

定額法によっております。 

④リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。 

 

（3） 引当金の計上基準        

① 貸倒引当金 

売掛債権その他これに準ずる債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職金支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基

づき、計上しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用 

処理しております。 

④ 株式給付引当金 

          株式給付規程に基づく株式会社長谷工コーポレーション株式の給付に備えるため、当

事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。 



 

 

 

 

(4) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税

等については、長期前払消費税に計上し、５年で均等償却を行っております。 

 

(5) 連結納税制度の適用 

   連結納税制度を適用しております。 

 

2. 貸借対照表に関する注記 

（1） 有形固定資産の減価償却累計額    8,076,138千円 

 

（2） 保証債務 

 ライフ＆シニアハウスの土地と建物所有者の金融機関からの借入債務 303,564千円に対し

保証を行っております。 

 

（3） 関係会社に対する金銭債権及び債務 

金銭債権         175,916千円 

金銭債務       6,256,783千円 

 

3. 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳       

 

(繰延税金資産) 

賞与引当金                 48,937千円 

未払事業所税                 1,209千円 

退職給付引当金               105,410千円 

減損損失                  388,624千円 

資産除去債務                181,820千円 

その他                   109,442千円 

繰延税金資産小計              835,443千円 

評価性引当額               △278,651千円 

繰延税金資産合計              556,792千円 

 

(繰延税金負債) 

資産除去費用               △151,664千円 

未収還付事業税等             △6,514千円 

繰延税金負債合計             △158,178千円 

 

繰延税金資産の純額             398,614千円 

 

 



 

 

 

 

4. 関連当事者との取引に関する注記 

                                      (単位：千円) 

種類 会社等の名

称 

議決権等

の所有(被

所有)割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 ㈱長谷工コ

ーポレーシ

ョン 

被所有 

間接 100％ 

連結納税 

資金の借入 

連結納税に

伴う受取予

定額(注 1) 

資金の返済 

資金の借入 

利息の支払 

(注 2) 

107,767 

 

 

700,000 

1,900,000 

106,729 

未収入金 

 

 

 

長期借入金 

107,767 

 

 

 

6,200,000 

親会社 ㈱長谷工シ

ニアホール

ディングス 

被所有 

直接 100％ 

業務委託 

役員の兼任 

業務委託 

(注 3) 

844,571 未払費用 56,186 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注 1)連結納税制度による連結法人税の受取予定額であります。 

(注 2)借入の金利に関しては市場金利を勘案して決定しております。 

(注 3)業務委託については株式会社長谷工シニアホールディングスより提示された金額を基礎とし

て協議の上決定しております。 

 

5. 一株当たり情報に関する注記 

一株当たり純資産額                   1,301円 42銭 

一株当たり当期純損失金額          198円 91銭 

 

6. 重要な後発事象に関する注記 

    該当事項はありません。 

 

 


